
日本医師会の在宅医療への取り組みについて 

日本医師会常任理事   鈴木 邦彦 
   

平成28年2月4日（木） 

第10回 在宅医療推進会議 



今後わが国に必要な医療

高度急性期医療

高齢化・人口減でニーズ

地域に密着した医療

超高齢社会でニーズ

家庭医（ＧＰ）による在宅中心

高齢化中程度まで対応可能
高負担
（イギリスは中負担だが抑制
強く介護は不十分）

新かかりつけ医（日医かかりつけ医機
能研修制度）により施設も在宅も活用

超高齢社会に対応
中小病院 既存資源の活用
有床診療所
日本型診療所
中負担

北欧・イギリスモデル

日本モデル
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身分原理
イギリス
フランス
ドイツ

専門医

一般医

セカンダリケア

プライマリケア

病院

診療所

分離

所有原理 日本 専門医

プライマリ
ケアも担当

中小病院

有床診療所

開放原理 アメリカ 専門医 オープンシステム

3原理分類に基づく先進各国の医療システムの分類

猪飼周平氏著「病院の世紀の理論」より
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超高齢社会に適した日本型医療システム

①中小病院
有床診療所 が多い

身近な所でいつでも入院もできる
高齢者の在宅支援システムの構築
が可能

②診療所の質が高く
充実している

高齢者に便利なワンストップサービス
が可能
【検査・診断・治療・(投薬)・健診】

4 



垂直連携中心から水平連携中心へ 
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既存資源を活用した日本型在宅支援モデル

中小病院 有床診療所 診療所

在宅療養支援病院 在宅療養支援診療所

在宅ケアセンター 在宅ケアセンター

在宅支援

自宅 介護施設

かかりつけ医機能
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日本型在宅支援システム 

高度急性期大病院 

在宅医療圏 

二次医療圏 

在宅療養支援 
診療所（有床診） 

在宅療養支援病院
（中小病院） 

在宅療養支援 
診療所（無床診） 

かかりつけ医 
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 日本のかかりつけ医の現状         日本型かかりつけ医が必要 
 ①診療科を問わない                        ①すべての専門医 
   ②制度化されていない                      ②総合診療専門医を含む 
                                  ③専門医以外の医師 
 
    
                                                                  ドイツの家庭医 
                                                                   （日本のかかりつけ医に類似） 
                                                              一般内科専門医（家庭医専門医） 
                                                             ⇒家庭医契約もあるが普及していない 

                                                                      内科専門医 
                                                              小児科専門医 
                                                              一般医 
 
 

日本型かかりつけ医の必要性 

対象 

                                                           家庭医（GP） 
                                                           制度化の圧力・総合診療医 

対象 
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日本型在宅の主役は郡市区医師会

在宅医療だけでなく、医療と介護の連携や
在宅における多職種協働のリーダーは医師が最適

医学部教育の見直しによる一般臨床能力の向上と
日医生涯教育の充実による新かかりつけ医の育成が必要

10 



日医かかりつけ医機能研修制度 

【目的】 
  今後のさらなる少子高齢社会を見据え、地域住民から信頼される「かかりつ
け医機能」のあるべき姿を評価し、その能力を維持・向上するための研修を実
施する。 
  

【実施主体】 
  本研修制度の実施を希望する都道府県医師会 

【かかりつけ医機能】 
  １．患者中心の医療の実践 
  ２．継続性を重視した医療の実践 
  ３．チーム医療、多職種連携の実践 
  ４．社会的な保健・医療・介護・福祉活動の実践 
  ５．地域の特性に応じた医療の実践 
  ６．在宅医療の実践 

平成28年4月1日より実施予定 
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【研修内容】 

基本研修 
・日医生涯教育認定証の取得。 
 

応用研修 
・日医が行う中央研修、関
連する他の研修会、および
一定の要件を満たした都
道府県医師会並びに郡市
区医師会が主催する研修
等の受講。 
 
規定の座学研修を１０単位
以上取得 

実地研修 
・社会的な保健・医療・介
護・福祉活動、在宅医療、
地域連携活動等の実践。 
 
規定の活動を２つ以上実
施（10単位以上取得） 

３年間で上記要件を満たした場合、都道府県医師会より 
修了証書または認定証の発行（有効期間3年）。 

日医かかりつけ医機能研修制度 
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・修了申請時の前３年間において下記項目より10単位を取得する。 
 単位数については１～８の各項目につき最大2回までのカウントを認める。 
 下記１～６については、それぞれ１つ以上の科目を受講することを必須とする。 
 下記１～６については、応用研修シラバスに基づき作成されたテキストを使用する。 

1．かかりつけ医の「倫理」、「質・医療安全」、「感染対策」 （各１単位） 
2．「健康増進・予防医学」、「生活習慣病」、「認知症」 （各１単位） 
3．「フレイル予防」、「高齢者総合的機能評価（CGA）・老年症候群」 （各１単位） 
4．かかりつけ医の「栄養管理」、「リハビリテーション」、「摂食嚥下障害」 （各１単位）  
5．かかりつけ医の在宅医療・緩和医療 （１単位） 
6．症例検討 （１単位） 
 
7．「地域包括診療加算・地域包括診療料に係るかかりつけ医研修会」等※の受講 （２単位） 
   ※平成26年10月13日に開催した日本医師会在宅医リーダー研修会を含む、日本医師会、都道府県医師会、 
     郡市区医師会が主催する当該研修会に準ずる研修会。 
8．「かかりつけ医認知症対応力向上研修」の修了 （１単位） 

応用研修 

日医かかりつけ医機能研修制度 
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応用研修 

日医では平成28年度より、本研修制度の応用研修会（ 6講義、計6時間）を、年に1回のペースで
開催予定。（3年かけてシラバスの全項目を網羅する。） 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 

各年度の講義内容（予定） 



 
  

・修了申請時の前３年間において下記項目より２つ以上実施していること。 
 １項目実施につき5単位とし、10単位を取得する。 

実地研修 

1．学校医・園医、警察業務への協力医 
2．健康スポーツ医活動 
3．感染症定点観測への協力 
4．健康相談、保健指導、行政（保健所）と契約して行っている検診・定期予防接種の実施 
5．早朝・休日・夜間・救急診療の実施・協力 
6．産業医・地域産業保健センター活動の実施 
7．訪問診療の実施 
8. 家族等のレスパイトケアの実施 
9．主治医意見書の記載 
10．介護認定審査会への参加 
11．退院カンファレンスへの参加 
12．地域ケア会議等※への参加（※会議の名称は地域により異なる） 
13. 医師会、専門医会、自治会、保健所関連の各種委員 
14. 看護学校等での講義・講演 
15. 市民を対象とした講座等での講演 
16．地域行事（健康展、祭りなど）への医師としての出務 

日医かかりつけ医機能研修制度 



本研修制度の修了申請を行う医師（以下、申請者）は、下記の4点の書類をご用意ください。 

①日医生涯教育認定証のコピー（修了申請時において認定期間内であるもの。） 
  

②【別添１】日医かかりつけ医機能研修制度 修了申請書 
   

③【別添２】日医かかりつけ医機能研修制度 応用研修受講報告書 
  

④【別添３】日医かかりつけ医機能研修制度 実地研修実施報告書 

① ② ③ ④ 



医師会会員 

【提出物】 
①日医生涯教育認定証のコピー  
②【別添１】修了申請書 
③【別添２】応用研修受講報告書 
④【別添３】実地研修実施報告書 

郡市区医師会へ申請 

医師会非会員 

【提出物】 
①日医生涯教育認定証のコピー  
②【別添１】修了申請書 
③【別添２】応用研修受講報告書 
④【別添３】実地研修実施報告書 

医療機関所在地の都道府県医師会へ申請 

郡市区医師会 

■会員による申請の受付。 
■実地研修を実施したか可能な限り確認。 
■提出物を確認の上、申請者を取りまとめ、郡 
 市区医師会長の署名による承認の上、都道 
 府県医師会へ報告。 

都道府県医師会 

■郡市区医師会が取りまとめた申請者（会員） 
 の確認。 
■非会員による申請を受付け、面接による申 
 請内容の確認。 
■修了証書または認定証の発行。 

【本研修制度を修了した医師の申請手順について】   



日本医師会 在宅医療に関する教育・研修 
■平成18年度～19年度   「在宅医研修会」の開催 
■平成20年度～21年度   「在宅医療支援のための医師研修会」の開催 
■平成22年度  社会保険指導者講習会「在宅医療 －午後から地域へ－」の開催 
■平成23年度  日医内に「在宅医療連絡協議会」の設置 
■平成24年度  「第1回 日本医師会 在宅医療支援フォーラム」の開催 
■平成25年度  「日本医師会 在宅医リーダー研修会」の開催 
■平成26年度      「第2回 日本医師会 在宅医療支援フォーラム」の開催 
           「かかりつけ医機能強化研修会」の開催 
■平成27年度  「地域包括診療加算・地域包括診療料に係るかかりつけ医研修会」の開催 



「DOCTOR-ASE」 (日本医師会が発行する医学生向け冊子) 

学生の時から、在宅医療に 
興味を持ってもらうことが重要 

 
 

 
 

 
特集 
「在宅医療 患
者の『居場所』
で行う医療」より 



かかりつけ医 患者さん 

介護保険施設等 

在宅医療 

市区町村 
地域包括支援センター 

認知症疾患医療センター 

訪問看護・訪問リハ 

認知症サポート医 
（認知症初期集中支援チーム） 

看取り 

紹介 
逆紹介 

紹介 
逆紹介 退院調整 

指示書 

相談・ 
要介護認定等 

受診・相談 

在宅医療連携拠点 

行政・医師会による地域の実情に応じた体制整備  （地域包括ケアシステム） 

連
携 

専門医療機関 

介護保険サービス 
生活支援サービス 

連携 

かかりつけ医と高齢者医療・介護との関わり 

主治医意見書 
作成依頼 

訪問 
連携 

訪問 

（認知症地域支援推進員） 

急性期病院 

地域包括ケア病床・回復期等 

療養病床 

ケアマネジャー 
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Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進と医療機能の分化・強化、連携に関する視点 
 

Ⅰ－３ 地域包括ケアシステム推進のための取組の強化について 
 

【Ⅰ－３－１ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の機能の評価につ
いて】 

 

(1) 主治医機能の評価を推進するため、地域包括診療料又は地域包括診療加算の対象となる
患者の範囲を、脂質異常症、高血圧症、糖尿病以外の疾患を有する認知症患者に広げる等
の拡充を行う。 

 
(2) 小児科のかかりつけ医機能を更に推進する観点から、継続的に受診する患者の同意の下、

適切な専門医療機関等と連携することにより、継続的かつ全人的な医療を行うことについ
て評価する。 

 
(3) 地域包括ケアシステムの中で地域完結型医療を推進する上で、定期的・継続的な口腔管

理により口腔疾患の重症化を予防し、歯の喪失リスクの低減を図るかかりつけ歯科医の機
能を評価するため、以下のような見直しを行う。 

  ① エナメル質初期う蝕に対する定期的かつ継続的な管理を評価する。 
  ② 歯周基本治療等終了後の病状安定期にある患者に対する定期的かつ継続的な管理を評

価する。 
  ③ 口腔機能の低下により摂食機能障害を有する在宅患者に対する包括的な管理を評価す

る。 

平成２８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点の骨子） 
平成27年1月13日 
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認知症に対する主治医機能の評価 

H28．1．27 中医協資料より 

第１ 基本的な考え方  
複数疾患を有する認知症患者に対して、継続的かつ全人的な医療等を実施する場合に、
主治医機能としての評価を行う。  
 
第２ 具体的な内容  
認知症の患者に対する主治医機能について、評価を新設する。  
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  (新)  認知症地域包括診療料 ○点（月１回）  



24 

  (新)  認知症地域包括診療加算 ○点  



25 

地域包括診療料等の施設基準の緩和 

H28．1．27 中医協資料より 

第１ 基本的な考え方  
地域包括診療料及び地域包括診療加算による主治医機能の評価につい て、その施設基
準を緩和し、普及を促す。  
 
第２ 具体的な内容  
地域包括診療料・地域包括診療加算の施設基準を緩和する。 
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【財源構
成】 

 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 21% 
 

2号保険料  
 29% 

 

 
 

【財源構
成】 

 

国 39.5% 
 

都道府県  
 19.75% 
 

市町村   
 19.75% 
 

1号保険料   
 21% 

 

介護予防給付 
 （要支援1～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  
○ 地域包括支援センターの運営 

（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携の推進 
○ 認知症施策の推進 
  （認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援サービスの体制整備 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

介護予防給付（要支援1～２） 

充
実 

現行と同様 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５） 

新しい地域支援事業の全体像 
＜現行＞ ＜見直し後＞ 介護保険制度 

全市町村で
実施 
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介護保険 地域支援事業（在宅医療・介護連携推進事業） 

○医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進
事業（平成25年度～平成27年度）により一定の成果を得た。 

 それを踏まえ、平成27年度より介護保険法の中で制度化を行う。 

 
○介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が実施主体となり、郡
市区医師会等と連携しつつ取り組む。 

 
○実施可能な市区町村は平成27年4月から取組を開始し、平成30年4月には
全ての市区町村で実施する。 

 
○8事業から構成され、それぞれの事業を郡市区医師会等（地域の中核的
医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。 

 
○都道府県・保健所は、市区町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等
との協議の支援や、都道府県レベルでの研修等により支援する。 

制度化までの経緯と概要、医師会との関わり   
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平成27年度 
在宅医療・介護連携推進事業 
実施状況調査結果(速報値) 
 
 （都道府県別の状況） 

調査対象：全国1,741市区町村 
調査時期：平成27年9月 
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連携                                                     連携  

地域密着型 
特養等  

  ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 
  

ケア付き 
高齢者住宅 

地域で安心して 
暮らし続けられる 

よう整備 

複合型サービス 
  小規模多機能 

    訪問看護 

認知症サポーター 
  新しい公共（ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）＝地域の支え合い 

生活・介護支援サポーター ＮＰＯ、住民参加等 

在宅療養支援診療所・病院 

自らの住まいで 
終末期まで生活 

（医療・介護の連携） 

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ 

専門医療に 
円滑に紹介 

かかりつけ医 

認知症疾患医療センター 

30分以内に訪問 

24時間 
定期巡回・随時対応 

ｻｰﾋﾞｽ 
 

休日・深夜 
でも安心 

特養、老健施設等 

今後の医療・介護の提供体制とまちづくり 

小・中学校区レベル（※）： 
日常生活の継続支援に必要な医療・介護サービス提供体制 

市区町村行政 

在宅医療連携拠点機能 

◆連携拠点に配置されたケアマネ  
 ジャーの資格を持つ看護師とMSW 
 等が地域の医療・介護を横断的に  
 サポート。 
◆ICTを活用した多職種間の情報共 
 有等。 
◆一人開業医の24時間体制サポート 
 

救急病院・専門病院 

地域ケア会議 

◆サービス担当者会議で課題解決 
 が困難な事例について、多職種 
 によって個別ケア方針を検討する。 
◆個別の困難事例の検討の積み重 
 ねにより、地域ごとの課題を浮き  
 彫りにする。 

地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

◇地域支援の総合相談 
◇介護予防ケアマネジメント 
◇虐待防止などの権利擁護事業 
◇包括的・継続的マネジメント 
◆「地域ケア会議」の開催 

連
携 

連
携 

地域医師会 

紹介 

患者さん 

【日本医師会保険医療部介護保険課作成】 
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 ご静聴ありがとうございました。 
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